
一般会計歳入決算額

153 億 669 万３千円
（対前年度比 0.7％減）

一般会計歳出決算額

147 億 5963 万 9 千円
（対前年度比 0.1％減）
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分担金及び負担金（1.7％）
２億 5456 万３千円
こども園料や小中学校の給食費など、
特定の利益を受ける人が負担したお金
使用料及び手数料（1.1％）
１億 6954 万円
施設の使用料や住民票の発行手数料など
繰越金（4.4％）
６億 7554 万９千円
前年度から繰り越されたお金

諸収入（2.9％）
４億 4026 万３千円
貸付金の元金収入など

財産収入など（3.8％）
５億 6784 万２千円
市有地などの貸付料や寄付金、
基金（貯金）を取り崩したお金など

市税（31％）
47 億 4607 万 9 千円
市民の皆さんが
納めたお金

地方譲与税（0.8％）
１億 2536 万円
国が徴収した自動車重量税
などから配分されたお金

国庫支出金（10.9％）
16 億 6962 万円
市の事業に対して国から交付されたお金

県支出金（8.6％）
13 億 2070 万２千円
市の事業に対して県から交付されたお金

市債（10.1％）
15 億 3922 万４千円
国や金融機関などから借り入れたお金

その他の交付金（4.4％）
６億 9750 万３千円

地方交付税（20.3％）
31 億 44 万８千円
市町村の規模に応じて
国から交付されたお金

物件費（12％）
17 億 7138 万７千円
物品の購入や光熱水費、燃料費、
委託料など

維持補修費（0.4％）
5955 万４千円
公共施設などの修繕費

扶助費（18.6％）
27 億 4764 万８千円
生活保護や児童手当など

補助費等（23.3％）
34 億 3591 万４千円
負担金や補助金など

人件費（14.2％）
20 億 9845 万４千円
市長や議員、職員の
給料や手当など

普通建設事業費（10.5％）
15 億 4119 万５千円
道路や橋、公共施設などの整備

投資的経費（10.5％）

公債費（10.3％）
15 億 2747 万９千円
市債（借金）の返済金

積立金（2.4％）
３億 5237 万９千円
基金（貯金）への積立金

繰出金（7.3％）
10 億 7472 万９千円
特別会計への補助

貸付金（１％）
1 億 5090 万円
中小企業や市民への資金融資など

※ 消費的経費：毎年固定的に必要になる経費。
投資的経費：道路、公園、学校などの整備に対する経費。普通建設事業費と災害復旧費からなる。 6



歳入総額
Ａ

歳出総額
Ｂ

差　引
Ｃ＝Ａ－Ｂ

繰越すべき財源
Ｄ

実質収支
Ｃ－Ｄ

一般会計（市の基本的な行政サービスの経費を収支する会計） 15,306,693 14,759,639 547,054 49,091 497,963

特別会計（保険料などの特定の収入で特定の支出に充てる会計。収入の使い道が決まっているため一般会計とは分けています）

国民健康保険特別会計 3,039,522 3,018,062 21,460 0 21,460

後期高齢者医療特別会計 353,584 353,272 312 0 312

農業者労働災害共済特別会計 1,830 1,539 291 0 291

企業会計（一般の会社と同じように、独立した収入でその経費をまかなう「独立採算」を原則とする会計）

水道事業会計
収益的収支 807,126 732,612 74,514 0

資本的収支 53,021 192,167 △ 139,146 2,014

公共下水道事業会計
収益的収支 1,301,277 1,270,843 30,434 0

資本的収支 609,377 1,065,802 △ 456,425 75,141

各会計の決算額（単位：千円）

図書館システム更新
1564 万 9 千円

園芸・水穂育苗ハウス雪害復旧
支援事業補助金

1 億 4195 万 3 千円

主な事業
の

決算額
一般会計

中央公民館改修事業
2089 万 6 千円

あわらっこ子育て応援祝金
349 万円

社会資本整備総合交付金事業
（芦原温泉駅周辺整備事業）

2 億 6148 万円

道路更新防災等対策事業
（石塚橋）
8590 万円

金津小学校プール改築事業
1 億 3996 万 6 千円

令和元年度  決算

国営九頭竜川下流土地改良事業
負担金

6 億 4966 万 6 千円

※ 画像はイメージです
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歳出 を 目的別 で見た決算額と 市民１人当たり の決算額

あわら市の 健全化判断比率 と 資金不足比率

あわら市は

基準 を クリア
しています

区　分 早期健全化
基準

財政再生
基準 R1

実質赤字比率 13.64% 20.00% （赤字なし）

連結実質赤字比率 18.64% 30.00% （赤字なし）

実質公債費比率 25.0% 35.0% 7.0%

将来負担比率 350.0% （基準なし） 46.1%

　

令
和
元
年
度
決
算
に
基
づ
く
各

指
標
は
次
の
と
お
り
で
、
い
ず
れ

の
比
率
も
基
準
以
下
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
目
的
別
で
見
る
と
、
民
生
費
が
全
体

の
約
３
分
の
１
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
認
定
こ
ど
も
園
運
営
や
児

童
手
当
、
医
療
・
介
護
保
険
、
生
活

保
護
等
な
ど
福
祉
事
業
の
比
重
が
大

き
い
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

歳出決算額（目的別）
147 億 5963 万 9 千円

市民１人当たりの決算総額

52 万 8981 円

※ 早期健全化基準は、各市町村の財政規模に応じて異なり、
表中の基準はあわら市に適用される基準です。

※ （　）内は１人当たりの決算額。令和２年３月 31 日現在の
住民基本台帳人口（2 万 7902 人）で計算しています。

健全化判断比率

資金不足比率

民生費
46 億 6846 万 2 千円
（16 万 7316 円）
認定こども園運営、

障害者・高齢者福祉など

土木費
18 億 5758 万 3 千円

（6 万 6575 円）
道路、橋、公園、市営

住宅の整備や維持管理など

消防費
6 億 6784 万 3 千円
（2 万 3935 円）

消防施設や災害対策など

公債費
15 億 2747 万 9 千円

（5 万 4744 円）
市債（借金）の返済

農林水産業費
14 億 2300 万 1 千円

（5 万 1000 円）
農林水産業の振興や農道、

排水施設の整備など

労働費
5230 万 5 千円
（1875 円）

雇用対策、市民への
生活資金融資など

教育費
13 億 7889 万 9 千円

（4 万 9419 円）
学校、公民館、体育施設

の整備や維持管理など

総務費
13 億 1225 万 2 千円

（4 万 7031 円）
戸籍や住民票の管理、

防犯対策、財産管理など

議会費
1 億 6254 万 3 千円

（5825 円）
議会の運営

商工費
6 億 63 万 8 千円
（2 万 1527 円）

企業誘致、商工業の振興、
観光推進など

衛生費
7 億 4547 万 8 千円
（2 万 6718 円）
ごみ処理、予防接種、
妊婦 ･ 乳児健診など

その他
3 億 6315 万 6 千円
（1 万 3016 円）

基金（貯金）への積立金
や災害復旧費など

全ての公営企業会計（水道事業会計・公共下水道事業会計）
において、資金不足は発生していません。
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令和２年度上半期 の 予算執行状況 をお知らせします

グラフの数値は予算現額、（　）内は執行率です。

※ 予算現額には令和元年度からの繰り越し分を含んでいます。

一般会計歳入歳出予算執行状況（令和２年９月末現在）

予算現額 予算現額

収入済額 支出済額

202億 959万円 202億 959万円

96億 885万 8千円 96億 6131万 1千円

令和元年度  決算


